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図1 試験体立面図 図2 荷重-変形関係包絡線

図3 層間変形角-被災度関係 図4 評点毎の耐力曲線 
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1． はじめに 
 本研究室では，地震時における応急危険度判定の効率化を
目指した「建築物の復旧支援システム」を継続して研究・開
発している．これは地震発生後速やかに公共建築物，既存木
造住宅等の被害推定を行い，その結果をweb上で発信し，応
急危険度判定活動の迅速化・効率化を支援するシステムであ
る．その被害推定手法には一次推定，二次推定の二段階があ
り，一次推定は地震発生後すぐにデータが得られる計測震度
より被害率関数を用いて被害推定を行う手法である．一方，
二次推定は地震発生後数時間経過した後に公開される加速度
波形を用いて応答スペクトルを算出し，限界耐力計算によっ
て被害推定を行う手法であり，地震動特性や建物の耐震性能
を考慮した被害推定手法となっている． 
現在までに RC 造を中心とする公共建築物については一
次・二次推定ともシステム上で推定可能であるが，性能にば
らつきのある木造住宅については建物毎の耐震性能評価が難
しいことから，未だ二次推定手法が確立されていない．また
最近の地震調査報告から，一次推定結果は実被害の状況と比
較して推定精度に大きなばらつきがあることが判っている．
そこで本研究では，木造住宅の二次推定を可能とするため，
既存木造住宅を対象とした限界耐力法による被害推定手法の
開発を行い，推定精度の検証及び一次推定に対する優位性を
確認し，推定結果の傾向を明らかにすることを目的とする． 
2． 被害推定手法 
 本研究で提案する二次推定手法について述べる．二次推定
では限界耐力計算により，建物の耐力曲線と地動の Sa-Sd 曲
線から建物の応答を求め，木造住宅の被害を推定する．従っ
て，計測震度の情報のみから被害を推定する一次推定に比較
して，より詳細に被害を推定できる可能性がある． 
推定はまず耐震診断における評点毎に耐力曲線をモデル化
し，続いて観測された応答スペクトルを用いて面的な応答ス
ペクトルの分布を推定する．そして推定対象区域の各地点に
おいて，限界耐力計算による応答推定を行い，構造信頼性工
学で破壊確率に似た概念を持つ信頼性指標βを用いて確率論
的に全壊確率の推定を行う．最後にその全壊確率を，耐震診
断データを用いて年代別に重み付けし，地区毎に全壊率を算
出するというものである．以下よりその手法の詳細について
説明を行う． 
2.1 既存木造住宅の耐力曲線のモデル化 
 耐力曲線及び被災度のモデル化は既往の震動実験 2)と，以
下より説明する木造架構の静的加力実験結果を用いた．  
2.1.1 木造架構の静的加力実験 
提案する手法では，被害推定に限界耐力計算結果を用いる．
その際，全壊とみなす層間変形角の評価が必要となるが，被
災度区分判定基準では層間変形角と被災度の関係性について
不明瞭な部分が多い．そこで，層間変形角と被災度との関係
を明らかにし全壊とみなす層間変形角を定量的に評価するた
め，実大スケールの木造架構について静的加力実験を行った． 
試験体は出隅のある木造骨組試験体で，外壁は木ずり，ラ
スシート，モルタル塗りが，内壁は石膏ボード（9mm）が耐
力要素となる．試験体立面図を図1に示す． 
載荷は，図1に示した試験体に水平力を加えることで行う．
層間変形角1/400，1/200，1/120，1/60，1/30radをそれぞれ
2サイクル，1/20,1/15radを1サイクル，その後1/6radまで
押し切るという加力スケジュールで正負繰返し載荷を行った． 
また，各ピーク後の除荷時には被災度区分判定を行う．判
定は文献 3)に基づき，被災度はd0(無被害),d1（被害軽微）,d2
（小破）,d3（中破）,d4（大破）,d5（倒壊）の６段階で，全
壊とするのはd4以上である．  
2.1.2 実験結果と被災度及び耐力曲線のモデル化 
実験結果として，荷重変形関係包絡線及び被災度と層間変
形角の関係を図2,図3にそれぞれ示す． 

図2より，変形が進んだ領域でも荷重は最大荷重時の約1/5
を維持していることがわかる．また図3からは，全壊（=d4）
と判定できる層間変形角は概ね1/15radであることが判る． 
これらの結果と既往の大型三次元震動台を用いて行われた
既存木造住宅の実大震動実験 2)から得られた荷重変形関係よ
りモデル化した評点0.1～1.6までの耐力曲線に，最大耐力の
1/5を耐力の下限値とすることとした修正を加え，耐力曲線の
モデル化を行った．その結果を図4に示す． 
2.2 強震観測記録と地震動分布の推定 
 入力地震動については，防災科学研究所 K-NET をはじめ
とする複数の観測点で観測された加速度波形から応答スペク
トルを算出する．観測点の無い地点については複数の観測点
で得られた加速度記録から表層地盤の影響を取り除いて工学
的基盤面上での応答スペクトルを求め，三角形線形補間によ
って推定する．補間の際，工学的基盤面上での応答スペクト
ルを求めるために用いる表層地盤の増幅率は建築基準法で定
められた地盤種別毎の地盤増幅係数 Gs を用いた．また，応
答スペクトルの算出に用いる減衰定数は文献 4)を参考に作成
した以下の式（1）を用いた．µは全壊とする層間変形角時の
塑性率である． 
 

0.25(1 1/ ) 0.05h µ= − +    （1） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
2.3 限界耐力計算と被害率の推定 
 全壊とする層間変形角
は，実際の木造住宅群を考
えた場合，1/15radで一定
とすることは現実的では
なく，また応答スペクトル
も一定と考えるのはやは
り無理がある．そこで本手
法では，応答変形（限界耐
力計算法で求めた応答値）と限
界変形（1/15radを平均とした，
全壊と判断するかどうかの境界）を確率変数として扱い，信
頼性指標β6)を用いた確率論的な全壊率の推定を行う． 
応答変形については，まずある変動係数を設定し，-2σ～
+2σの範囲までσ刻みで Sa-Sd 曲線を変動させ，それぞれ
限界耐力計算を行い，それぞれの応答値から図 5 のように応
答変形の平均値 μsと標準偏差 σsを算定する．変動係数は
20％とした．限界変形は，応答変形と同様に変動係数を 20%
とし，その平均 μRは 1/15rad であるから標準偏差は σR＝

Sa

Sd

Sa +σ
Sa +2σ

Sa
Sa –σ

Sa-2σ
µSµS-2σ1 µS+2σ4

µS+σ3µS-σ2

平均 ：µS
標準偏差 ：σS =(σ1+σ2+σ3+σ4)/4



0 5 100

500

1000

S
a(

cm
/s

2 
)

Sd(cm)

T=0.5(s)

T=1.0(s)

T=2.0(s)

補間結果
涌谷観測波

0 5 100

500

1000

Sa
(c

m
/s

2 
)

Sd(cm)

T=0.5(s)

T=1.0(s)

T=2.0(s)

補間結果
鹿島台観測波

図6 観測点周辺の被害推定結果 

図8 涌谷，鹿島台観測点における補間結果と観測波比較
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図 7 シミュレーションに用いた
観測点 

表1 シミュレーション結果 
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1/75rad となる．次に応答変形と限界変形の平均値 μS，μR
と標準偏差 σS，σRを用い，以下の式(2)～(4)によって限界
状態関数の平均値μZ,標準偏差σZ,信頼性指標βを求め，それ
から全壊確率を求める．   
              (2)                 (3)             (4) 

  ここまでの手順を評点毎，年代別に行い，平成17年度宮城
県の耐震診断データ 760 件から得られる年代別(-1950 年，
1951-1970年，1971-1981年，1981-年)の評点の相対度数と
年代別棟数割合に応じて重み付けし，全壊率を算出する． 
3． 近年の被害地震の強震観測点に対する被害推定 
 以上までで述べた提案手法の妥当性を検討すること，また
出力結果の傾向を明らかにするため，近年に起こった複数の
被害地震の強震観測点での被害推定を行った．地動加速度の
データは K-NET で公開されているものを使用した．用いた
観測点は，2004年新潟県中越地震からK-NET小千谷，十日
町，長岡，2007年能登地震から K-NET穴水，富来，輪島，
能都，2007年新潟県中越沖地震からK-NET柏崎，長岡の9
観測点である．地区毎の年代別棟数データは被害調査による
ものを使用した． 
 その推定結果を図 6に示す．比較対象として計測震度に対
応する被害率関数を用いた一次推定結果，被害調査で得られ
た実被害率を併せて示す． 
図 6より，一次推定及び二次推定両方について，計測震度
が 6.0 より小さい観測点について実被害と概ね一致するとい
う傾向が見られるが，計測震度が 6.0 を超える観測点では結
果に大きなばらつきがある．しかし，一次推定は計測震度に
対応した推定手法であるため，K-NET小千谷やK-NET十日
町などの計測震度の割に被害が少ない観測点では推定結果と
実被害に大きな差が見られる．一方，二次推定においては
K-NET 十日町で
二次推定結果と実
被害がほぼ一致し，
その他の観測点で
も，被害の傾向は
定性的には捉えら
れており，推定結
果の妥当性，一次
推定に対する優位
性という点ではあ
る程度評価できる
結果となった． 
4. 2003年宮城県北部の地震における宮城県全域の被害推定 
 前節の検討に続き，2003年宮城県北部地震における宮城県
全域の被害推定シミュレーションを行った．入力地震動とし
て用いた加速度波形は図7に示すK-NET7点，自治体震度計
2点の合計9観測点のものである． 
 被害推定シミュレーション結果の精度検証のための，実被
害との比較を行う地区は，詳細な実被害データが得られてい
る赤井，大塩地区(旧矢本町)，広渕，新田，北村，前谷地地区
(旧河南町)，小野地区(旧鳴瀬町)，平渡地区(旧鹿島台町)，二
郷，小島地区(旧南郷町)の10地区とする． 
被害推定結果として，表1に一次推定結果と二次推定結果，
実全壊率 7)とを併せて示す． 
表 1 より，二次推
定では被害が全く出
ないという結果にな
った．表中の10地区
以外にも被害が出る
と推定された地域は
なかった．一次推定
も被害率は概ね近い
範囲に収まっている
ものの，その定性的
な傾向を捉えられて
いるとは言えない． 

これらの理由として，宮城県北部の地震は直下型の地震で
あり，震源域近傍の激しい地動を受けた地域での観測記録が
あまり得られていない事が考えられる．このため，被害の大
きい地区の全壊率を推定するのに，実際に受けたであろう震
動よりも小さい応答スペクトルで推定している可能性が高い． 
また応答スペクトル補間による地震動推定結果を検討する
ために，鹿島台観測点，涌谷観測点について，推定地震動と
観測記録のSa-Sd曲線の比較を行った．なお、推定にあたっ
ては鹿島台，涌谷それぞれの観測点で実際に観測された記録
は取り除いている．(1)式による減衰定数は 20.7%であった．
その結果を図8に示す．図8を見ると判るとおり，震源に比
較的近い涌谷，鹿島台観測点で推定した地動は観測記録と比
較して過小評価されている． 
これらのことから，
本研究で用いた応答
スペクトルの補間に
よる推定手法では観
測点の高密度化が必
要であり，地震動の
推定手法については
今後検討が必要であ
ると考えている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
5．まとめと今後の展望 
 既往木造住宅の地震時における被害推定手法を提案し，建
築物の復旧支援システムに統合して，近年の被害地震を用い
た被害推定シミュレーションを行った．得られた結果は以下
の通りである． 
① 観測点周辺の被害推定では，計測震度が 6.0より小さな
観測点で精度良い結果が得られた． 
② 計測震度が 6.0 を超える観測点では，被害を定性的に推
定することができ，一次推定に対する優位性が確認でき
た．またその結果は実用には耐えると考えられる． 
③ 今回対象にした宮城県北部の地震のような内陸直下型の
地震については，応答スペクトルの補間推定の際，現行
の手法では震源の扱い方に検討の余地があり，応答スペ
クトル，推定結果が両方とも過小評価された． 
課題として残っている③については，応答スペクトルの補
間の際，地盤増幅率をより精度のよい手法で求めたものを用
いることや，震源近傍の地動の評価手法の検討を行うことな
どによって解決を図り，復旧支援システムの開発を進める予
定である． 
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地区名 実全壊率(%) 二次推定(%) 一次推定(％)

赤井 5 0 6.9

大塩 0 0 7.7
広渕 3 0 4.2

新田 4 0 6.9

北村 2 0 6.3

前谷地 7 0 2.3

小野 0 0 4.4

平渡 0 0 3.9
二郷 8 0 3.7

小島 33 0 0.0


